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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に
基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面
には記載しておりません。

第69回定時株主総会資料

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

(2025年４月１日から2026年３月31日まで)

株式会社理経
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連結株主資本等変動計算書

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 3,426,916 605,508 1,450,930 △112,338 5,371,016

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △90,716 △90,716

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 746,490 746,490

自 己 株 式 の 取 得 △12 △12
非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分 変 動 733 733

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － 733 655,773 △12 656,494

当 期 末 残 高 3,426,916 606,241 2,106,703 △112,350 6,027,511

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配 株 主
持 分 純 資 産 合 計

繰延ヘッジ損益 土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 5,935 △11,613 2,550 △9,759 △12,887 27,452 5,385,582

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △90,716

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 746,490

自 己 株 式 の 取 得 △12
非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分 変 動 733

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 9,385 － 928 455 10,768 5,617 16,386

当 期 変 動 額 合 計 9,385 － 928 455 10,768 5,617 672,881

当 期 末 残 高 15,321 △11,613 3,478 △9,304 △2,118 33,070 6,058,463

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

建物及び構築物 15～40年
機械装置及び運搬具 ６年
工具、器具及び備品 4～15年

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
・連結子会社の数 ３社
・連結子会社の名称 株式会社エアロパートナーズ

株式会社ネットウエルシステム
エアロパートナーズ・アメリカ, Inc.

⑵ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
主として、個別法（ただし、一部商品については移動平均法）による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 主として、定率法を採用しております。
　（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ロ. 無形固定資産 定額法
　（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。
ハ. リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

－ 2 －



2026/05/25 15:35:21 / 25302005_株式会社理経_招集通知

連結注記表

イ. 退職給付に係る負債の計上基準
ａ. 退職給付見込額の期間帰属

方法

ｂ. 数理計算上の差異の費用
処理方法

ｃ. 小規模企業等における
簡便法の採用

ロ. 収益及び費用の計上基準

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末
までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によってお
ります。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（６年）による定額法により按分した額を、そ
れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま
す。
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 役員退職慰労引当金 一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく当連結会計年度末支給見込額を計上しておりま
す。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の
内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ
ります。

ａ.　商品及び製品の販売・システム・ネットワークの構築
当社及び連結子会社は、主にIＴ及びエレクトロニクス分野の商品及び製品の販売、システ

ム、ネットワークの構築の販売や航空機器部品の販売などを行っております。
これらの商品及び製品の販売、システム及びネットワークの構築（約束した財）について

は、原則として、顧客が当該製品等を検収した時点で収益を認識しております。
なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについて

は、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した
純額を収益として認識しております。

ｂ.　保守サービス
当社及び連結子会社は、ハードウエア・ソフトウエアの販売に伴い、発生する保守につい

て、保守契約に基づき保守サービスの提供を行っております。これらのサービス提供について
は、履行義務が時の経過にわたり充足されるため、契約期間に応じて均等按分し、収益を認識
しております。
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連結注記表

ハ. ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たし
ている為替予約については振当処理を行っております。

再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日　公布政
令第119号）第２条第４号に定める地価税法第16条に規定する地価
税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税
庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を
行って算定する方法によっております。

また、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとして
おります。取引の対価は履行義務が充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は
含まれておりません。

⑶ 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産（純額）　118,526千円
（繰延税金負債と相殺前の金額は129,594千円であります）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ. 算出方法

当社グループは、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち、取締役会で承認された予
算に基づいて算定した将来年度の課税所得の見積りの範囲内で繰延税金資産を計上しておりま
す。

ロ. 主要な仮定
将来年度の課税所得の見積りの基礎となる予算の主要な仮定は、受注確度であります。

受注確度は、顧客の投資計画情報の有無、及び過年度における類似品の販売実績の有無を重要な
考慮要素として決定しております。

ハ. 翌年度の計算書類に与える影響
予算の主要な仮定である、過年度の販売実績と顧客の投資計画情報に基づく受注確度は見積り

の不確実性が高く、来期課税所得の実績が見積金額と乖離することにより、翌年度において繰延
税金資産の取崩しが発生する可能性があります。

２. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額  　990,790千円
⑵ 土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日　公布法律第34号）及び「土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日　公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再
評価を行い、再評価差額については「土地再評価差額金」として純資産の部に全額を計上しておりま
す。
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連結注記表

再評価を行った年月日 2002年３月31日
　再評価を行った土地の連結会計年度末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を
78千円下回っております。

３. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の発行済株式の種類及び総数
　　　普通株式　　　　　　　　　　　15,514,721株
⑵ 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払い額
　　2025年６月27日開催の第68回定時株主総会決議による配当に関する事項

　・配当金の総額                90,716千円
　・１株当たり配当金額       6円
　・基準日                         2025年３月31日
　・効力発生日                   2025年６月30日
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2026年６月26日開催予定の第69回定時株主総会決議による配当に関する事項
　・配当金の総額                105,835千円
　・１株当たり配当金額       7円
　・基準日                         2026年３月31日
　・効力発生日                   2026年６月29日
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連結注記表

４. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入
により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な
取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、電子記録債権、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行ってお
ります。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されて
おりますが、包括あるいは個別に先物為替予約取引を利用してヘッジしております。

投資有価証券は、主として、業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場
価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的にこれらの時価や発行体の財務状況等を把握し、リス
ク軽減に努めております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、外貨建ての営業債
務については為替変動のリスクに晒されておりますが、先物為替予約取引を利用してヘッジしておりま
す。
　短期借入金及び長期借入金は、主として運転資金に充当しており、これらは流動性リスクに晒されて
おりますが、当社グループは各部署からの報告に基づき資金繰計画を適時に作成・更新するとともに、
複数の金融機関との借入与信枠の設定等により流動性リスクの管理を行っております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした
先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッ
ジの有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
に関する注記等　⑵会計方針に関する事項　④その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事
項　ハ．ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引」に
おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ
スクを示すものではありません。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

デリバティブ取引(＊2) 22,373 22,373 －

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

（単位：千円）

(1) 「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「買掛金」及び「短期借入金」に
ついては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること
から、記載を省略しております。

(＊2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
(3) 「長期借入金」については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整）相場価額により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的な観察可能なインプットを用いて算定

した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

デリバティブ取引
取引先金融機関より提示された価格等に基づいて算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。
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連結注記表

報告セグメント
合計システム

ソリューション
ネットワーク
ソリューション

電子部品及び機
器

一時点で移転される
財又はサービス 2,996,356 1,446,830 13,985,460 18,428,647

一定の期間にわたり
移転されるサービス 780,905 326,417 － 1,107,323

顧客との契約から生
じる収益 3,777,262 1,773,247 13,985,460 19,535,970

その他の収益 － － － －
外部顧客への売上高 3,777,262 1,773,247 13,985,460 19,535,970

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 4,272,301
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,219,282
契約資産（期首残高） 273,098
契約資産（期末残高） 385
契約負債（期首残高） 486,025
契約負債（期末残高） 507,710

５. 収益認識関係
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）　　　　　　　　　（単位：千円）

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結注記表　１．連結計

算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　④その他連結計算書類の作成のための基本
となる重要な事項　ロ．収益及び費用の計上基準」に記載しております。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）　　　（単位：千円）

契約資産は、保守サービスなど継続して役務の提供を行う契約について、期末日時点で履行義務を充
足しているが未請求の対価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、
対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた権利に振り替
えられます。

契約負債は、主に約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点に収益を認識する大学、官公
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連結注記表

⑴ １株当たり純資産額
⑵ １株当たり当期純利益

400円71銭
49円37銭

庁との契約について支払い条件に基づき顧客から受け取った約束した財又はサービスの支配が顧客へ未
移転分の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、294,237
千円であります。主に、官公庁向けの販売による収益によります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用

し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約については注記の対象に含めておりません。
未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末においては284,089千円でありま

す。
当該履行義務は、システムソリューション事業及びネットワークソリューション事業の保守サービス

に関するもので、期末後１年以内に21.0％、１年超２年以内に29.7％、２年超３年以内で18.0％、残
り31.3％が３年超で収益として認識されると見込んでおります。

６. １株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合 計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 3,426,916 615,043 615,043 57,457 586,139 643,597 △112,338 4,573,219
当 期 変 動 額

利 益 準 備 金 の 積 立 9,071 △9,071 － －
剰 余 金 の 配 当 △90,716 △90,716 △90,716
当 期 純 利 益 482,764 482,764 482,764
自 己 株 式 の 取 得 △12 △12
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － 9,071 382,976 392,047 △12 392,035
当 期 末 残 高 3,426,916 615,043 615,043 66,529 969,115 1,035,645 △112,350 4,965,254

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計繰延ヘッジ

損 益
土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 5,935 △11,613 △5,677 4,567,541

当 期 変 動 額

利 益 準 備 金 の 積 立 －

剰 余 金 の 配 当 △90,716

当 期 純 利 益 482,764

自 己 株 式 の 取 得 △12
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ) 9,385 － 9,385 9,385

当 期 変 動 額 合 計 9,385 － 9,385 401,420

当 期 末 残 高 15,321 △11,613 3,707 4,968,962

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

② 棚卸資産の評価基準及び評価方
法

個別法（ただし、一部商品については移動平均法）による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定）

建物 15～40年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ４～15年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ. 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
ロ. その他有価証券
　・市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
　しております。

　・市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法
　（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

② 無形固定資産 定額法
　（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。
⑶ 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期
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個別注記表

間以内の一定の年数（６年）による定額法により按分した額を、そ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

⑷ 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 商品及び製品の販売・システム・ネットワークの構築
　当社は、主にＩＴ及びエレクトロニクス分野の商品及び製品の販売、システム、ネットワークの構築
の販売を行っております。
　これらの商品及び製品の販売、システム及びネットワークの構築（約束した財）については、原則と
して、顧客が当該製品等を検収した時点で収益を認識しております。
　なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供す
る商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しておりま
す。

② 保守サービス
　当社は、ハードウエア・ソフトウエアの販売に伴い、発生する保守について、保守契約に基づき保守
サービスの提供を行っております。これらのサービス提供については、履行義務が時の経過にわたり充
足されるため、契約期間に応じて均等按分し、収益を認識しております。
　また、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしておりま
す。取引の対価は履行義務が充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりま
せん。

⑸ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計

算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
② ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約については振当処理を行っております。
⑹ 会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額）　76,848千円
（繰延税金負債と相殺前の金額は87,916千円であります）

②　その他見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表の「会計上の見積りに関する注記」に記載した事項と同一であるため、記載を省略してお
ります。
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個別注記表

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 975,474千円

　　短期金銭債権 505,145千円
　　短期金銭債務 518千円

　売上高
　仕入高
　販売費及び一般管理費

7,689 千円
9,470 千円
2,966 千円

　営業取引以外の取引 289,001 千円

２. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

⑶ 土地の再評価
　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日　公布法律第34号）及び「土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日　公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再
評価を行い、再評価差額については「土地再評価差額金」として純資産の部に全額を計上しておりま
す。

　再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日　公布政
令第119号）第２条第４号に定める地価税法第16条に規定する地価
税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税
庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を
行って算定する方法によっております。

　再評価を行った年月日　　　　　　　　 2002年３月31日
　　再評価を行った土地の事業年度末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を78千円

下回っております。

３. 損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

４. 株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類及び総数
　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　 395,348　株

－ 13 －



2026/05/25 15:35:21 / 25302005_株式会社理経_招集通知

個別注記表

（繰延税金資産）
繰越欠損金 10,910 千円
減損損失 110,073 千円
土地再評価差額金 144,813 千円
退職給付引当金 52,148 千円
棚卸資産評価損 2,856 千円
長期未払金 5,535 千円
未払賞与 37,824 千円
その他 80,562 千円
繰延税金資産小計 444,725 千円
評価性引当額 △356,809 千円
繰延税金資産の合計 87,916 千円

（繰延税金負債）
その他 △11,067 千円
繰延税金負債合計 △11,067 千円
繰延税金資産の純額 76,848 千円

５. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

種類 会社等の名称
資本金
または
出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 ㈱エアロパートナーズ 80,000 電子部品
及び機器

直接
97.43

兼任
3名

資金の
貸付

資金の貸付

資金の回収

500,000

500,000
関係会社
短期貸付金 500,000

注

利息の受取 463 － －

⑴ １株当たり純資産額 328円65銭
⑵ １株当たり当期純利益 31円93銭

６. 関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

　取引条件及び取引条件の決定方針等
注：金銭の貸付については、同社と「限度貸付契約書」を締結し、貸付金利については市場金利等を勘案

して決定しております。

７. １株当たり情報に関する注記

８．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を認識するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を認識するための基礎となる情報については、「個別注記表 １．重要な
会計方針に係る事項に関する注記 ⑷ 収益及び費用の計上基準」に記載しております。

－ 15 －


